
平成29年6月20日
　　　　

 貸 借 対 照 表 
（平成29年3月31日現在)

  （単位：千円)

科      目 金     額 金     額

( 資 産 の 部 )

 流　動　資　産 14,057,578  流　動　負　債 10,095,292 

現 金 預 金 2,290,704 1,726,078 

受 取 手 形 3,239,471 6,835,371 

売 掛 金 6,343,089 500,000 

商 品 及 び 製 品 1,579,871 3,279 

原 材 料 127,851 307,575 

仕 掛 品 189,260 119,986 

前 払 費 用 24,692 104,192 

繰 延 税 金 資 産 141,793 230,902 

未 収 入 金 174,411 138,068 

そ の 他 の 流 動 資 産 16,104 9,872 

貸 倒 引 当 金 △69,671 119,965 

 固　定　資　産 5,295,574  固　定　負　債 893,811 

  有 形 固 定 資 産 3,886,516 7,905 

建 物 1,092,613 8,130 

構 築 物 69,709 654,976 

機 械 装 置 350,561 219,033 

車 輌 運 搬 具 1,324 3,765 

工 具 器 具 備 品 109,653 10,989,103 

土 地 2,245,649 

リ ー ス 資 産 11,184 

建 設 仮 勘 定 5,820 

株  主  資  本 7,982,388 

  無 形 固 定 資 産 122,911 資　本　金 672,500 

施 設 利 用 権 19,321 資　本　剰　余　金 292,500 

ソ フ ト ウ ェ ア 103,589 292,500 

リ ー ス 資 産 0 利　益　剰　余　金 7,026,372 

その他の無形固定資産 0 168,125 

  投資その他の資産 1,286,146 6,858,247 

投 資 有 価 証 券 868,873 94,543 

関 係 会 社 株 式 220,000 35,413 

出 資 金 13,700 6,222,000 

長 期 貸 付 金 30,000 506,290 

長 期 前 払 費 用 209 自　己　株　式 △8,983 

敷 金 及 び 保 証 金 38,829 評価・換算差額等 381,660 

そ の 他 の 投 資 125,780 その他有価証券評価差額金 381,660 

貸 倒 引 当 金 △11,246 8,364,049 

資 産 合 計 19,353,153 19,353,153 

　　　熊本市中央区九品寺5丁目7番29号
　　　積水ヒノマル株式会社
　　　代表取締役社長　嶋田　一眞

第73期決算公告

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております

純 資 産 合 計
負 債 ・ 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

土 地 圧 縮 積 立 金

償却資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

長 期 未 払 金

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

長 期 預 り 金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

科      目
（ 負 債 の 部 ）

支 払 手 形
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　損益計算書　
平成２８年４月　１日から

平成２９年３月３１日まで

　　  （単位：千円)

      　　     金             額

Ⅰ　売　　上　　高　 25,586,660

Ⅱ　売　上　原　価 21,946,150

売　上　総　利　益 3,640,509

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,097,540

営  業  利　益 542,969

Ⅳ 営　業　外　収　益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,547

そ の 他 の 営 業 外 収 益 26,281 62,828

Ⅴ 営　業　外　費　用

支 払 利 息 2,492

そ の 他 の 営 業 外 費 用 26,186 28,678

経　常  利　益 577,119

Ⅵ 特　別　利　益

固 定 資 産 売 却 益 9 9

Ⅶ 特　別　損　失

固定資産売却及び除却損 2,371

減 損 損 失 3,987

そ の 他 の 特 別 損 失 348 6,706

税引前当期純利益 570,422

法人税、住民税及び事業税 147,430

法人税等調整額 16,812 164,242

当期純利益 406,180

科       目

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）

資本剰余金

土地圧縮積
立金

償却資産
圧縮積立金

別途積立金

672,500 292,500 168,125 94,543 37,689 5,972,000

剰 余 金 の 配 当

土地圧縮積立金の積立

償却資産圧縮積立金の取崩 △2,276

償却資産圧縮積立金の積立

別途積立金の積立 250,000

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － △2,276 250,000

672,500 292,500 168,125 94,543 35,413 6,222,000

評価・換算
差額等

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

395,362 6,667,720 △8,983 7,623,736 255,575 7,879,312

剰 余 金 の 配 当 △47,528 △47,528 △47,528 △47,528

土地圧縮積立金の積立 － － －

償却資産圧縮積立金の取崩 2,276 － － －

償却資産圧縮積立金の積立 － － －

別途積立金の積立 △250,000 － － －

当 期 純 利 益 406,180 406,180 406,180 406,180

自 己 株 式 の 取 得 － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － － 126,085 126,085

110,928 358,651 － 358,651 126,085 484,737

506,290 7,026,372 △8,983 7,982,388 381,660 8,364,049
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株主資本

純資産
合計

利益剰余金

自己株式
株主
資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

利益
剰余金
合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

 株主資本等変動計算書 
平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

株主資本

資本金

利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金
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1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式・・・・・ 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券　・・・・・・・・・・・・

原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料、仕掛品・・・ 総平均法による原価法を採用しております。
仕掛品（物件関係）　・・・・・・・・・・ 個別法による原価法を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・ 定額法を採用しております。
ソフトウェア・・・・・・・・・・・・・・・・・　

しております。
その他の無形固定資産・・・・・・・
リース資産・・・・・・・・・・・・・・・・・　
（所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引）採用しております。

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・

額を計上しております。
賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・

き計上しております。
退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・

投資等損失引当金・・・・・・・・・・・
生に備えるため、損失見込額を計上しております。

(5) 売上高(物件関係)の計上基準・・

(6) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

れる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成

基準を適用しております。

す。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。理事分及び役員分については

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

関係会社株式等の実質価額の低下等による損失の発

売上高（物件関係）の計上基準は、成果の確実性が認めら

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づ

従業員、理事の退職金及び役員の退職慰労金の支給に備
えるため計上しております。従業員分については、退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上しておりま

切り下げております。

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

定額法を採用しております。
リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債

 個別注記表 

時価のあるものについては当期末決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。また、時価のないものについては、 移動平均法による

なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額を
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（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針）

2.　貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

建物 549,361 千円
土地 915,558 千円

対応債務
借入金 490,000 千円
買掛金 1,062,054 千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,769,632 千円

(3) 保証債務額
子会社の金融機関からの借入に対する債務保証 40,000 千円
支援会社の金融機関からの借入に対する債務保証 10,000 千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債権 914,563 千円
関係会社に対する短期金銭債務 1,099,295 千円

3.　損益計算書に関する注記
関係会社に対する売上高 1,656,592 千円
関係会社からの仕入高 2,403,006 千円
関係会社との営業取引以外の取引高 13,212 千円

4.　株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当期末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,350,000 株

(2) 当期末における自己株式の種類及び総数
普通株式 12,834 株

(3) 配当金支払額に関する事項
① 決　　　　議 　　　平成28年6月23日定時株主総会
② 株式の種類 　　　　　普通株式
③ 配当金の総額 47,528 千円
④ 1株当たり配当額 7 円50銭
⑤ 基準日 　　　　　平成28年3月31日

⑥ 効力発生日 　　　　　平成28年6月24日

(4) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
① 決　　　　議 　　　平成29年6月20日定時株主総会
② 株式の種類 　　　　　普通株式
③ 配当金の総額 47,528 千円
④ 1株当たり配当額 7 円50銭
⑤ 基準日 　　　　　平成29年3月31日

⑥ 効力発生日 　　　　　平成29年6月21日

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3

月28日）を当会計年度から適用しております。
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5.　税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
(1) 繰延税金資産
退職給付引当金 199,873 千円
貸倒引当金 24,814 千円
賞与引当金 36,829 千円
一括償却資産 8,615 千円
ゴルフ会員権評価損 8,266 千円
未払事業税 7,639 千円
その他 81,339 千円
小計 367,376 千円
評価性引当額 △ 9,181 千円
繰延税金資産合計 358,195 千円

(2) 繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 167,491 千円
土地圧縮積立金 41,490 千円
償却資産圧縮積立金 15,550 千円
繰延税金負債合計 224,532 千円

繰延税金資産純額 133,663 千円

6.　金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

(2) 金融商品の時価等に関する事項

① 現金及び預金
② 受取手形及び売掛金
③ 投資有価証券
（その他有価証券）

④ 支払手形及び買掛金
⑤ 短期借入金
(*)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

金融商品の時価の算定方法に関する事項
① 現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

によっております。
③ 投資有価証券（その他有価証券）
これらの時価については、取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、並びに⑤短期借入金

によっております。

(500,000) (500,000) －

（注1）　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

864,132 864,132 －
(8,561,450) (8,561,450) －

9,582,560 9,582,560 －

（単位：千円）
貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

2,290,704 2,290,704 －

金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に
沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については
四半期ごとに時価の把握を行っております。なお、借入金の使途は運転資金及び設備投資

資金であります。

平成29年3月31日（当事業年度末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資
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ため、「投資有価証券（その他有価証券）」には含めておりません。

7.　１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,319 円84銭
(2) １株当たり当期純利益 64 円09銭

8.　その他の注記
減損損失に関する事項
当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

まで減額し、当該減少額を減損損失（3,987千円）として特別損失に計上しました。その種類内
訳は、土地3,795千円、建物192千円であります。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、固定資産税評価
額等に基づき算定しております。

（注2）　非上場株式（貸借対照表計上額4,741千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが困難と認められる

当社は、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単
位によって（ただし遊休資産については個別案件ごとに）資産をグルーピングしております。その
中で、上記の遊休地及び資産については時価が下落しているため、帳簿価額を回収可能価額

遊休地 土地 熊本県球磨郡あさぎり町

遊休資産 建物 大分県玖珠郡九重町

遊休地 土地 大分県玖珠郡九重町

用途 種類 場所

遊休地 土地 熊本県八代市
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